
予
算

その他
2億312万円

町税
49億6,442万円

繰入金
11億5,452万円

使用料および手数料
2億1,106万円

その他
23億1,306万円

町債
4億1,540万円

地方交付税
8億4,000万円

国庫支出金
19億9,891万円

県支出金
11億2,523万円

地方消費税交付金
6億5,000万円依存財源その他内訳

地方譲与税� 7,112万円
利子割交付金� 100万円
配当割交付金� 1,200万円
株式等譲渡所得割交付金� 1,000万円
法人事業税交付金� 5,000万円
ゴルフ場利用税交付金� 300万円
環境性能割交付金� 900万円
地方特例交付金� 4,000万円
交通安全対策特別交付金� 700万円

自主財源その他内訳
分担金および負担金� 5,624万円
財産収入� 457万円
寄附金� 20億円

繰越金� 1億円
諸収入�1億5,225万円

　令和５年度の一般会計と特別会計・事業会計の予算総額は１９７億５,０３７
万円です。前年度の当初予算と比較すると９,５９６万円（対前年度比０.５％）
の増となっています。なお、４月に町長選挙を控えていたため、人件費や維
持管理経費などの経常的な経費や継続事業の経費を中心とした予算を編成し
ています。
※�金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があ
ります。

138億
収入
7,572万円

自依
存

財

源

主

財
源

予予
算算

令和５年度

■ 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）

一
般
会
計

◆
収
入

　
町
の
収
入
で
は
、
町
税
が
最
も

大
き
な
割
合（
35
・
８
％
）を
占
め

て
い
ま
す
。
個
人
町
民
税
の
増
加

を
見
込
ん
だ
こ
と
に
加
え
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る

固
定
資
産
税
の
軽
減
特
例
措
置
が

終
了
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
町
税

は
前
年
度
当
初
予
算
と
比
べ
て
１

億
８
４
５
万
円（
対
前
年
度
比
2.2

％
）の
増
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

次
に
寄
附
金（
14
・
４
％
）お
よ
び

国
庫
支
出
金（
14
・
４
％
）が
大
き

な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。
寄
附

金
は
、
ふ
る
さ
と
寄
附
金
を
前
年

度
と
同
額
の
20
億
円
で
計
上
し
て

お
り
、
国
庫
支
出
金
は
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
事

業
や
社
会
資
本
整
備
事
業
な
ど

の
影
響
に
よ
り
９
、
８
１
５
万
円

（
対
前
年
度
比
4.7
％
）の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。
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138億
支出
7,572万円

総務費
25億2,162万円

民生費
41億335万円

衛生費
11億1,585万円

消防費
5億1,526万円

教育費
24億7,378万円

公債費
11億38万円

その他
10億9,383万円
その他内訳
議会費� 9,826万円
労働費� 120万円
農林水産業費� 1億28万円
商工費� 7,000万円

　災害復旧費� 203万円
　諸支出金� 8億206万円
　予備費� 2,000万円

土木費
9億5,165万円

　福祉や環境、教育などに使わ
れる一般会計予算は前年度と比
較すると、１億３,２２２万円の
減です。

１３８億７,５７２万円
（対前年度比０.９％減）

一般会計総額

町の予算

一般会計予算の５年間の推移

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

令
和
５
年
度

0

300000

600000

900000

1200000

1500000

116億
4,894万円

125億
1,277万円

131億
8,361万円

140億
794万円

138億
7,572万円

◆
支
出

　
支
出
に
つ
い
て
は
、
経
常
経
費

の
徹
底
し
た
削
減
、
事
業
の
必
要

性
や
効
果
の
見
極
め
な
ど
を
行
い

な
が
ら
、
教
育
環
境
充
実
の
た
め

の
義
務
教
育
関
連
事
業
、
子
育
て

支
援
や
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
福

祉
事
業
、
道
路
や
公
園
の
整
備
を

行
う
生
活
基
盤
整
備
事
業
な
ど
を

実
施
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　
支
出
で
最
も
大
き
な
割
合
を
占

め
て
い
る
の
は
民
生
費（
29
・
６

％
）で
す
。民
生
費
は
、障
害
者
福

祉
費
や
後
期
高
齢
者
医
療
対
策
費

を
増
額
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
１

億
１
、
９
８
５
万
円（
対
前
年
度

比
3.0
％
）の
増
と
な
り
ま
し
た
。

次
に
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
る

の
は
総
務
費（
18
・
２
％
）で
す
。

総
務
費
は
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
す
る
事
業
が
終
了

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
２
、
９
７

９
万
円（
対
前
年
度
比
1.2
％
）の
減

で
す
。
教
育
費
に
つ
い
て
は
、
小

学
校
や
中
学
校
の
施
設
整
備
や
施

設
型
給
付
費
の
増
額
に
よ
り
２
億

７
、
３
４
０
万
円（
対
前
年
度
比

12
・
４
％
）の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
出
産
・
子
育
て
応
援

給
付
金
と
し
て
３
、
４
５
０
万
円

を
衛
生
費
に
計
上
し
て
い
ま
す
。
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民生費 総務費
　全般的な管理事務や徴税、選挙などに用
いられる経費です。
　ふるさと納税への取り組みを強化するふ
るさと納税事業費を１３億１８９万円、町
長町議会議員選挙費を２,６０８万円、土地
の境界の確認や面積を測量する地籍調査事
業費を２,０８０万円、コミュニティバスの
運行に関する経費を５,８８７万円、相島や
東部地域の地域振興を支援するまち・ひと・
しごと創生総合戦略事業費を２,４７２万円
計上しています。

その他の主な内容
・クラウドサービス等システム利用料（３,４８９万円）
・インターネットパソコン等電算用備品購入費（３,３２３万円）
・広報誌印刷製本費（１,１１０千円）
・行政区運営補助金（１,１７９万円）

　住民が安定した社会生活を過ごすための経費で、
社会福祉や障がい者福祉、高齢者福祉、児童福祉
などがあります。
　障がい者福祉分野では自立支援給付費を７億５,
２４１万円、児童福祉分野では、児童手当を７億１
６４万円、保育所や認定こども園などへの給付費を
８億５,０１３万円計上しています。

その他の主な内容
・国民健康保険特別会計繰出金（２億４,０１９万円）
・介護保険広域連合負担金（２億６,５７７万円）
・後期高齢者医療療養給付費負担金（２億８,４１１万円）
・子ども医療対策費（１億５,９５８万円）

土木費
　道路・公園整備に関する経費や都市計画
に関する経費などが計上されています。
　新宮ふれあいの丘公園整備事業費を５,
６９８万円、新宮東中学校周辺道路整備事
業や的野～寺浦線道路改良工事等を行う社
会資本整備事業費を１億７,２００万円、新
宮東中学校周辺通学路整備事業を４,０５６
万円計上しています。

その他の主な事業
・開発道路整備負担金（７,０００万円）
・町道補修工事費（５,０５４万円）
・公共下水道事業負担金（２億１,６８２万円）
・三代土地区画整理事業負担金（２,１１０万円）

教育費
　教育委員会や小中学校、幼稚園、社会教育、社会
体育に関する経費が計上されています。
　保育所や認定こども園などへの給付費を７億１,１
７２万円、新宮東小学校トイレ改修工事費を１億２,
００５万円、立花小学校体育館屋根及び外壁改修工
事費を１億３６万円、新宮中学校相島分校屋根及び
トイレ改修工事を８,１１５万円計上しています。
　社会教育と社会体育の分野では、文化振興財団へ
の補助金として３,８５０万円、そぴあしんぐうの維
持管理や施設整備事業費として７,６１５万円、文化
財発掘調査や指定文化財案内板整備工事などの文化
財保護費を２,３７０万円計上しています。

その他の主な事業
・小中学校給食調理委託料（１億４,９９０万円）
・ＩＣＴ支援業務委託料（１,５８４万円）
・図書等購入費（８５０万円）

令和５年度一般会計予算の主な事業
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� （単位：万円）
特別会計・事業会計 予算額 増減額

渡 船 事 業 特 別 会 計 １３，５９６ ３０７

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 ２５７，０３５ １１，２７８

後期高齢者医療特別会計 ４２，１５３ ２，８４４

相島診療所事業特別会計 ４，２６０ ３９３

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 ７，０７１ △４，４１６

相島漁業集落環境整備事業特別会計 １，９７４ ２６３

水 道 事 業 会 計 １００，９１２ ６，５０８

公 共 下 水 道 事 業 会 計 １６０，４６４ ５，６８２

その他
　その他の経費として、町議会の運営のための議
会費や失業対策事業のための労働費、農林水産業
の振興のための農林水産業費、商工業の振興や観
光事業のための商工費、防災・消防のための消防
費、災害復旧のための災害復旧費、地方債の償還
のための公債費、基金への積立などのための諸支
出金や臨時のときのための予備費があります。

その他の主な事業
・議員共済会負担金（１,１７９万円）
・農業施設新設改良工事費（１,３００万円）
・観光推進事業委託料（７２９万円）
・粕屋北部消防組合負担金（４億３,８０４万円）

衛生費
　住民が健康で衛生的な生活環境を保持するため
の経費で、感染症予防やごみ処理に関する経費な
どが計上されています。
　出産・子育て応援給付金として３,４５０万円、
各種予防接種委託料として１億４,６５５万円、じ
ん芥収集委託料として１億８,８９９万円、玄界環
境組合負担金として３億４,４８６万円計上してい
ます。

その他の主な内容
・簡易水道事業特別会計繰出金（３,５２４万円）
・成人検診等委託料（２,５４９万円）
・妊婦一般健康診査委託料（３,４９８万円）
・し尿処理、運搬委託料（４,５６２万円）

※�金額は表示単位未満を四捨五入しているため、合計が
一致しない場合があります。

予算町の

　相島診療所事業や相島漁業集落環境整備事業など
の特別会計・事業会計予算の合計は前年度と比較する
と２億２,８１８万円の増です。

５８億７,４６５万円
（対前年度比４.０％増）

特別会計・事業会計総額

特
別
会
計
・
事
業
会
計

　

特
別
会
計
・
事
業
会
計
は
、
一
般
会
計

の
歳
入
歳
出
と
区
分
し
て
特
定
の
目
的
に

対
し
て
設
置
さ
れ
て
い
る
会
計
の
こ
と

で
、
新
宮
町
に
は
６
つ
の
特
別
会
計
と
２

つ
の
事
業
会
計
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
住

宅
新
築
資
金
等
貸
付
事
業
特
別
会
計
は
令

和
４
年
度
を
も
っ
て
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
は
、
一
般
被

保
険
者
療
養
給
付
費
負
担
金
や
一
般
被
保

険
者
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
納
付
金
な
ど

の
増
に
よ
り
１
億
１
、２
７
８
万
円（
対

前
年
度
比
4.6
％
）の
増
で
す
。
相
島
診
療

所
事
業
特
別
会
計
は
、
県
医
師
派
遣
負
担

金
や
医
療
用
器
具
購
入
費
の
増
に
よ
り
３

９
３
万
円（
対
前
年
度
比
10
・
２
％
）の
増

で
す
。
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計
は
、
浄

水
場
の
機
械
電
気
設
備
更
新
工
事
費
の
減

な
ど
に
よ
り
４
、４
１
６
万
円（
対
前
年

度
比
38
・
４
％
）の
減
で
す
。

　

相
島
漁
業
集
落
環
境
整
備
事
業
特
別
会

計
は
、
相
島
浄
化
セ
ン
タ
ー
流
量
調
整
槽

ポ
ン
プ
更
新
工
事
な
ど
の
排
水
施
設
工
事

費
や
公
営
企
業
会
計
シ
ス
テ
ム
改
修
委
託

料
の
計
上
に
よ
り
２
６
３
万
円（
対
前
年

度
比
15
・
３
％
）の
増
で
す
。
水
道
事
業

会
計
は
、
立
花
口
配
水
系
減
圧
弁
設
置
工

事
や
人
丸
配
水
池
系
エ
リ
ア
拡
大
工
事
な

ど
の
配
水
設
備
工
事
費
の
増
に
よ
り
６
、

５
０
８
万
円（
対
前
年
度
比
6.9
％
）の
増

で
す
。

令和４年度からの繰越事業
・財務会計システム改修委託料（５９４万円）

・ミーティングボード購入費（３８５万円）

・戸籍システム改修事業（４７２万円）

・道路新設改良事業 （１,４３２万円）

・社会資本整備事業（１億１,５６０万円）
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